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〈レポート〉農林水産業

は何かという問いが環境団体や漁業者などか

ら出されていた。

もともと漁業者は科学者が示すデータの信

頼性について疑いを持っていた。漁業者には科

学者による資源評価においてその基礎となる

標本数が少なすぎるため、水産資源の正確な数

値は把握されていないという不信感があった。

さらに、02年に商務省海洋大気庁海洋資源局
（National Marine Fisheries Service、以下「海洋

資源局」）が水産資源に関するデータを収集する

調査船の漁網の使い方が不適切であったことを

明らかにしたことでデータの信ぴょう性に一

段と疑いが強まった（James W. Merrill（2011））。

3　国家基準 2の指針

04年に海洋資源局は、「入手可能な最良の科学

的情報の定義についての委員会（The Committee 

on Def ining Best Scient i f ic Information 

Available）」を立ち上げた。

同委員会は、「海洋資源局には、今後、意思決

定のための科学的情報を改善し、不確実性を減

らす責任がある」と結論づけた。さらに、同委員

会は、国家基準２の指針を定め、そのなかで６

つの価値基準、①関連性があること（relevance）、

②包括的であること（inclusiveness）、③客観的

であること（objectivity）、④透明性と公開性があ

ること（transparency and openness）、⑤時宜にか

なっていること（timeliness）、⑥査読があること

（peer review）を示した（James W. Merrill（2011））。

具体的には、①の関連性があることは、デ

1　1996年の改正

米国沖合の水産資源管理の根拠法である

Magnuson-Stevens Fishery Conservation and 

Management Act（以下「MSA法
（注1）
」）は、制定か

ら20年後の1996年に改正された。

MSA法には、米国沖合の水産資源の保全管

理のため国家基準が定められており、96年の

改正により同基準に新たに３つの規範が追加

された。そのうちの１つ（国家基準８）には、「保

存管理措置は、この法律の保存規定（過剰漁獲

の防止および枯渇魚種の回復を含む）との整合性

を確保しつつ、第２項の要件に合致した経済

的、社会的情報を活用することにより、（A）

漁業コミュニティの継続的な参加を可能とす

るとともに、（B）可能な範囲で漁業コミュニ

ティに与える経済的悪影響を最小限に抑える

ため、漁業コミュニティにとっての漁業資源

の重要性を考慮したものでなくてはならない」

（日本貿易振興機構農林水産部（2010））と、水産

資源に依存する共同体への配慮が示された。

つまり、国家基準８は、水産資源の回復と社

会経済の安定性の両立を目指すものであった。

なお、第２項とは、国家基準２「保存管理措

置は、入手可能な最良の科学的情報に基づく

ものでなければならない」のことである。

2　「入手可能な最良の科学的情報」とは

ところで、水産資源管理計画は科学的知見

に基づいて作成されているのか、そもそも国

家基準２の「入手可能な最良の科学的情報」
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ータは資源管理されている水産動植物を表す

ものであることを意味した。

②の包括的であることは、関連した科学的

分野の多くの科学者の意見を含めることであ

った。

③の客観的であることは、データの収集と

分析は、偏りがなく、信頼できる情報源から

得るべきであることを意味した。

④透明性と公開性があることは、一般の

人々に科学的情報の進展について伝えるだけ

でなく、意思決定者に対し、採用する施策に

ついて隠し立てすることなく、明確かつ正直

であることを求めていた。

⑤時宜にかなっていることは、ⓐ正当な意

思決定のためにデータ収集とデータの利用の

間の時間を十分に取らなければならない、ⓑ

データが現状に関連したものでなければなら

ないという２点を満たすことを求めていた。

⑥査読に関しては、水産資源管理計画の作

成過程で利用される科学的情報を含む全資料

に対する明確で標準化された査読手順を海洋

資源局に確立することを求めるものだった。

MSA法に漁獲規制を決定する根拠となる情

報について国家基準２があることにより、前

述のような指針が作られたことは注目される。

4　06年の改正で科学統計部会設置

それでも水産資源管理計画による資源管理

方法などをめぐり、環境団体や漁業者からの

批判は続き、06年には、科学者の発言力を強

める方向でMSA法の改正が行われた。具体的

には、水産資源管理委員会内
（注2）
に科学統計部会

を設置することとなった。同部会の構成員は、

科学および技術について高度な資格と経験を

持つ連邦政府職員、州政府職員、大学教員、専

門家から選ばれる
（注3）
。同部会は、水産資源管理

計画の改定などに関する統計的、生物学的、経

済的、社会的、その他の情報を更新、収集、評

価、査読する役割がある。また、過剰漁獲と

判断された魚種・魚群について漁獲量に制限

を設けることとなり、その設定において水産

資源管理委員会は科学統計部会の勧告に従う

ものとされた。これにより、同部会の推奨す

る厳しい漁獲量の制限を同委員会は採択せざ

るを得ない状況も起っている（Marino, Joseph 

IV（2017））。

（注1）MSA法は、基線から3海里から200海里の水域
（後に排他的経済水域（EEZ））を連邦政府の管轄と
定め、この水域の水産資源を商務省が統制するこ
ととしている。基線から3海里までは、沿岸の州
政府が管轄する。

（注2）水産資源管理委員会は、MSA法により米国の
EEZ内の8水域に設置され、地域ごとに水産資源
管理計画を策定する役割を持つ。

（注3）科学統計部会の構成員は、水産資源管理委員会
の議決権のある委員と同様に、本人や家族などの経
済的利害について情報開示することとなっている。
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